














1995年12月に発表 された気候変動 に関す る政
府間パ ネル(IPCC)の 第二次報告書 は90年の
第一次報告か らさらに科学的知見を深めた うえで
重要 な警告 を発 した。
その第1は 大 気 中のCO2の濃度500ppmに維
持 す るため には現在のCO2排出量 を50%以上削
減す る必要があ る。
ちな みに現在 のCO2濃度 は360ppmで1PC
Cは500ppmまで の上 昇 は避 け られな い と今 回
始あての見方 を示 した。
第2に は過 去100年間 に地 球 の温 度 は0.3-
0.6度上昇 しているが,原 因 は人間 の活動 による
と判断すべ き根拠 がある。
第3.現 状 の儘 であれば100年後 の地球気温 は
もっと高い可能性 として1.5度,上限では2度,
下限で も1度 上昇 する可能性が高 い。
第4.そ の ような事態 になれば等温線 の移動 に
よ り地球上の全森林面積 の3分 の1で 植生が何 ら
かの変化 を受 ける。①.乾 燥 ・半乾燥地帯で水 の
循環,水 資源に影響,②.熱 帯,亜 熱帯地域で食
料生産 が低下 し,最貧地域 で飢餓の危険が増大す
る。③.洪 水,高 潮,海 面が50cm-lm上昇 し高
潮 の被害 を受 けやす い人 口は現在 の約4600万人
か ら9600万人 に増加す る。
1995年4月に開催 された気 候変動枠 組 み条約
の第一回締約 国会議お よび96年7月 の第二回締
約 国会議で は現行 の条約 が定 めて いない2000年
以降 のcoy排出削減計画 について検討す る,それ
を拘束力のある取決め とす ることを決 めた。 そ し
て1997年12月開催の第三回締約国会議で その具
体的 目標 および実施方法 を論議す ることに合意 し
た。 これ らの合意 によ り京都 で開催予定 の第 三回
締 約 国会 議 は気 候変 動 枠 組 み条 約 が成 立 した
1992年の国連環 境開発会議 と同様 の重要 な会議
と位 置付 け られ ることとな り,議 長国 日本の役割
は極 めて重要 な もの とな った。 このよ うな合意の
背後 には 自国 のCO2排出量 が きわめて僅 かで あ
るに もかかわ らず,水 没 の危険性 が警告 されてい
る南太平洋,イ ン ド洋 の小 島喚国連合35か国(A
OSISグ ル 一ープ)が 先 進 国 のCO2排出量 を
20%削減することを求 め,そ れを発展途上国 ・77
か国 グループが支持 しているとい う動 きがあ る。
2.日本 のCOQ排 出 目標 オ ーバ ーの要 因
日本 の二酸化 酸素排 出量 は1990年の3億2千
万 トンに対 して1994年には3億4千3百 万 トン
とな り,わずか5年 で7%も オーバー した。(図1)
条約 の規定 を守 るためには 日本 は2000年まで に
排出量 を2千3百 トン削減 しなければな らず,そ
れは不可能 に近 い。 この結果気候変動枠組 み条約
で定 め た2000年のCO2排出量 を1990年水 準 で
安定化す るという目標を 日本 は達成で きる見通 し














国 としては見識 のない,威 信にかかわ る事態であ
る。
こう した状況 を生 み出 したの は,政 府が1990
年 に閣議決定 した地球温 暖化防止行動計画の具体
的内容 に欠陥があ った こと,お よび実際の経済活
動が同計画の 目標を越えていて同計画 はほとん ど
機能 しなか ったことによる。事実,1980年代の化
石燃料 の伸び率 に比 べて,CO2削減 を決めた1990
年以降のエネルギー消費 の伸 び率 は大差 はない。
内訳を見 ると産業部門 の排 出量 はほぼ横ばいで
あ るのに対 して,民 生用家庭,民 生用業務部門 お
よび輸送部門 の伸 びが いち じる しい。産業部門 の
のびが低いのは不況が続 いて いる結果である し輸
送部門,民 生(業 務)民生(家 庭)部 門での伸び率
が高 いの はCO2削減 の ための具体 策を実際 に は
何等取 らなか ったか らであ る。例 えば1992年の
ブラジルでの地球サ ミッ トで同条約 が締結 された
後,環 境庁で は環境税 の導入 が検討 されようとし
た。 しか し経団連 の強い反対 とそれを受 けた通産
省 の反対 で環境税 の導入 は見送 られた。 その後 も
CO2排出抑制の措置 は取 られないままsCO2排出
増加 にっながる経済政策が常 に優先 して きた。経
済活動 の分野 での実際の行動で はすべて経済成長
至上主義が貫 いて きたのである。
これ まで 日本経済は二酸化炭素 の排 出源である
化石燃料 の消費量を大幅に削減 した経験 を持 って
い る。第二次 オイルシ ョック後の4年 間に 日本の
一次 エネルギーの消費量 はほぼ11%削減 した。
だが この条約加盟後,日 本ではエネルギー消費
量 について抑制す る意思が あるとは思 えないほど
エネルギー消費を放任 して来たのが実態である。
なかで も1990年代 の円高 が進 むにつれて輸入依
存度の高 い石油,天 然 ガス,石 炭 の輸入価格 が僅
かに低下 したのにともない消費量 の増加率 は上昇
した。 これ に政府の政策がそれを助長 した。 自動
車交通量を増加することにっなが る道路建設が空
前 の規模で進め られた。
オイルシ ョック後の省 エネルギー政策 と大気汚
染防止 のために欧米諸 国で は削減を検討 していた
道路 建設計 画で も日本 はそれ までの7600kmの
長期 的建設計画 を1987年の第四回全国総合開発
計画では1万4千 キ ロに延長 した。1990年の地球
温 暖化防止行動計画 を決 めた後 の1993年には じ
まる第11次道 路整備五 か年計画 で は10次の53
兆 円よりも50%多い76兆円の投資を決めた。 全
国に1万4千 キロの高規格幹線道路網(高 速道路
網)を 建設す るとい う計画 は変更 もしくは延期 す
るのでな く,む しろ実施 を繰上 げて進 めたのであ
日本の地球温暖化防止政策の検討 19-一
る。
国鉄 の分 割民 営化を実施 したのは1987年であ
り,そ の前後 に当時の国鉄 は3000キロにのぼ る
ローカル線 を赤字 であるとい う理 由で廃止,縮 小
したが これ も通勤,通 学な どの生活交通機関を廃
止 した結果,乗 用車 の利用促進,化 石燃料の消費
増大 を促 した。
自動車生産 と販売 につ いて も同様であ る。1989
年に 日本政府 は財 源難を打開す るために消費税を
は じめて導入 したが,乗 用車購入 にか ぎって は大
幅な減税措 置を取 った。それ以前 に賦課 して いた
乗用車 に対 する物 品税を全廃 したため乗用車取得
者 に とって は減 税 とな り,実 質 的値下 げ とな っ
た。 なかで も普通乗用車の場合,奢 修品 としての
取扱 を して1988年まで販売価格の23%課税 して
いたが1989年の消費税 の導 入以 降 物品税 を廃
止 して暫定6%そ の後3%の 消費税 だけへ と大 幅
な減税を強行 したのであ った。(表一1,3)このた
め,乗 用車 の販売価格 は大幅 に低下 した。 自動車
か らの税収 を削減 することにより自動車 の販売促
進 に政府は積極協力 した。 その報酬 と して自民党
の当時 の小 沢一郎幹 事長 は 自動車業界 に対 して
50億円の政治献金 を要求 した とい う裏話 まで付
いていた。
また,改 善す る見通 しのない大都市を中心 と し
表1自 動車関係諸税創設 ・増税の推移
自動車関係諸税
81年 物 品 税 増 税 普乗20→22.5%
物 品 税 創 設 小乗15→17.5%
(新規バ ン課税5%)
82年 物 品 税 増 税(小 型バ ン5→10%)
84年 物 品 税 〃 乗 用22 .5→23.Q%
自動車税 〃 小 乗17 .5→18.5%
軽 自動車 〃(自 家用15%)
〃(自 家用10%)
89年 物 品 税 廃 止(普 通▲40%)
消 費 税 創 設
自動車税 減 税
92年 消 費 税 暫 定(乗 用車6%→4.5%)


















































の販売 戦略 の主柱 で あ った。家 庭電気 器具 メー で短期間のモデルチ ェンジ方式 を導入 し,そ の流








































































せ,新 製品 の優越性を宣伝 して は消費者 の購買欲
を刺激 し,家 電製品 の販売拡大に努 めて きた。モ
デルチェ ンジの方 向は大型化,広 画面化 であって
いつ れ も電 力消費 量 の増大 へ と導 くもの であ っ
た。(図2,3)
業務用 も同様であ る。1980年代 の経済バ ブル時
代 にオ フィス ビルの建築 は急激 な増加 を示 した。
オフィス ビルは効率最優先 の機能主義的建築が大
勢で欧米で近年進め られて いるエネルギー消費節
約型の ビルは日本で はほ とん ど存在 しない。
日本経済 は関連す る利益集団の欲求 によりエネ
ルギー多消費をみちび く方向へ突 き動 かされて き
た。高速道路を はじめ道路建設 への投 資増大,自
動車販売促進活動 による自動車交通量の増加,家
庭電気の消費増加 を もた らす家庭電気器具 の大型
化,電 力会社 による電力消費拡大 のための電気温
水器 の販売拡大な どがそれである。各企業 はこれ
らに もっとも力を注 いだのが実態であった。
環境対策 は経済活動 に優先す るもので はな く,
経済活動を妨 げなか った。 さらに経済政策 に対 し
て も環境政策 は優先す るもので はなか った。 その
結果が化石燃料 の消費増加 として現れたにすぎな
い。
エネルギー浪費構造 が現代資本主義 の特性 であ
る。その ことについての厳 しい認識 と批判の上 に
は じめて実効性 あるエネルギー消費削減政策 は展
開され うる。 この点 をあいまいに したままのエネ
ルギー政策 は現実 の経済 の法則 によ ってつねに覆
されてい く。
環境庁 は全国の一般家庭 に環境家庭簿を導入 し
て家庭生活で のCO2の負荷 を消費者に計算 させ,
それ を家庭 で のCO2削減 にっ なげ よ うと して い
る。 だが家庭 での エネルギー大量消費 の基本要因
を作 って いるのが家庭電機 メーカーおよび電力会
社であ ることが明 らかで ある以上,家 庭電気器具
メーカーと電力会社 に対 して,現 在 の電力浪費器
具の販売 自粛 を求め,効 果がないときにはそれ ら
への課税 など経済的イ ンセ ンティブの適用がよ り
有効であろ う。 ここで も示 されているよ うに,政
府 の環境問題の解決策は個人の努力 に期待す るだ
けで エネルギー浪費構造への批判 とその構造転換








































い。 この ことは過去 の無数 の事実 が示 している。
さ らに,温 暖化防止行動計画の具体的項 目の内
容 について の問題点 をあげれば以下 の通 りで あ
る。
計画実施 のための具体策 として1.都 市地域構
造に関す る対策,2.交 通体系,3.製 造業,農 林
水産,建 設業 など産業対策,4.エネルギー供給部
門,5.ライ フスタイルの在 り方 の5項 目を上 げて
い る。
だが西欧諸国での計画が それぞれの部門にっ い
て数量 目標 を掲 げて いるのに対 して 日本 の計画 は
分野別 の数値 目標 はな く,項 目を並 べたに止 まっ
ている。
化石燃料の消費増加 の著 しい運輸部門でみると
1.自動車の軽量化 による燃費改善,ハ イブ リッ ド
エ ンジンの導入,2.電気 自動車など低公害車の開
発導入,3.貨物輸送 にお ける鉄道輸送 な どへの誘
導,ト ラック輸送効率 の向上,4.旅客輸送 におけ
る公共交通 の利用促進,5.道路整備,交 通制御 シ
ステムの整備お よび高度化,の5項 目である。
ここで挙 げた燃費改善 などの自動車個 々に対す
る技術的改良が公害防止 には役立たなか った こと
は窒素酸化物対策 で立証済みである。個 々の自動
車 の燃費改善が進んだ として も自動車交通総量の
増加 によ り帳消 しにされることはだれ の目に も明
らかな事であ る。 にもかかわ らずそれを冒頭 に記
載 している。2番 目に掲 げた電気 自動車などの開
発導入 は計画制定時 か ら6年 をへた96年現在僅
か に全国の保有台数 は2千 台 に止 ま っている。経
済的に普及 する条件が乏 しい ことは当初 か ら明 ら
かであ った し,あ たか もガ ソリン自動車 に替 り得
るかのような扱 いをす ること自体が欺 隔であ る,
CO2排出削減の意欲の欠如を示す ものに過 ぎない
との批判 があった。そ して欧州諸国で数多 く実績
をあ げて いてCO2を削減 す るの に有効 な施 策で
ある,公 共交通機関の利用拡大,自 動車進入禁止
や自動車利用 に対す る課税による自動車交通の削
減措 置は日本 では施策 として見 られない。 さ らに
5項の道路整備 をCO2削減 のための手段 とす る見
解 は日本の政策当事者の地球環境問題 にっいての
意識 を示す象徴的な施策 であろう。渋滞 の解消に
よ る燃料消 費量 の効率化 がCO2削減 の効果 があ
るとい う考 えであろうが自動車交通 の需要が道路
容量 をはるか に上回 っている現在,道 路整備 によ
るの渋滞改善効果 はごく一 時的現象 にす ぎず,長
期 的には局部的に も全国的に も自動車交通量の増
加 とCO2の排 出増加 を もた らす ことを事実 は示
している。交通部門の各政策 の全体が 目指す もの
は,標 題 のい う 「CO2排出量 の少 ない交通体 系の
形成」を本気で考えているかを疑問を持 たせ るに
十分 な施策要項であ る。
エネルギー供給部門 について も同様 である。
具体 的施策 として挙 げているのは1.発電部 門,
安全性 の確保 を前提 と した原子力発電,水 力,地
熱等 の利用促進,コ ンバイ ン ドサイクルの開発導
入,燃料電池i太 陽電池な どの分散型電源の導入,
2.都市 ガスのLNG化,天 然 ガス導入 の基盤整
備,3.ピーク時の需要低減,エ ネルギー貯蔵等 の
推進 による電気 の負荷平常化,で ある。欧米諸国
の ほとん どで原子力発電の建設を行 わず,風 力,
太陽光発電 など分散型発電 によって原子力発電 に
替 る規模 の発電 を実施 している事,そ のため政府
が資金的,税 制,行 政面での手厚 い援助,電 力会
社 の小規模発電か らの売電義務,送 電線開放によ
る電力卸売市場拡大措置などの総合的施策によ り
CO2排出削減をすでに実施 していることと対照的
であ る。2項 は石油,石 炭に比べてCO2排出比率
の少 ない天然 ガスへ の切 り替 えで当然の事 として
も,3項 の ピーク時の需要低減 と併記 された負荷
平常化 は実際に は電力需要の増加を もた らす。 な
ぜな らば需要が低下す る深夜電力で電気温水機 を
稼働 させて熱湯を作 り,そ れを風 呂,台 所で利用
しよ うとす る ものだか らだ。都 市 ガ スの市 場 で
あ った家庭の台所,風 呂場 に台所,風 呂場戦争 と
いわれ るほどの熾烈 な販売競争 をガス会社 と電力
会社が続 けて きたその電力企業 の需要創造活動を
CO2削減策 として位置付 けるのは奇妙 なことであ
る。半面,ス リーマイル島原発大事故 を経験 した
米国では じまって電力消費量 の抑制 に効果 の高い
電 力需要管理(DSM)について は触 れてさえいな
い。電力需要の増加を抑制するために消費者,企






旧西 ドイ ツの み
































合 計 ...・ 100.4 126.1 100.0
割引を行 った り,数 十万本の樹木苗木 の無料配布
を実施 して真夏 の冷房需要の抑制 を図 っている。
それ らに対比 すれば 日本の電力供給部門でのあ り
方 はエネルギー供給者 の需要拡大活動 を放置 して
きたとい うのが実態である。
その他 の3項 目も大 同小異 であって当 り障 りの
ない措置 を羅列 したに止ま り,CO2排出削減 のた
あに企業 の経済活動が影響を被 るような施策 は欠
如 している。 日本 の施策 の是非 を検討す る素材 と
して次 に西欧諸国 のなかで先進的 な温暖化防止策
を取 っている事例 を紹介 しよう。
4.教訓に富む西欧の温暖化防止政策
西 欧諸国 の温 暖化防 止政策 に共通 してい るの
は,そ れぞれ の社会階層 と集団の自発 的努力の醸
成 に向 けた社会的合意形成,企 業集団,業 界団体
の 自発的CO2削減努 力の誘発,そ れ らの基盤 とし
て経済的イ ンセ ンテ ィブ,税 制度,法 規制 など総
合的な環境政策体系の確立 を目指 してい ることと
いう方式 である。
まず,ド イッのケースを見 よう。 ドイッ政府 が
定めた国 の 目標 と して1990年を基準 と して2005
年 まで にcotの排 出量 を25%削減 す る。気候変
動防止 のための政策実施のための新 たな体系的法
制度 を新設 す るので はな くエネルギ ー供給 交
通 ・運輸,建 築,農 林業,廃 棄物管理 などの各分




発電部門 で は1994年に電気供 給法 を改正 して
風力 など再生可能 エネルギーか ら発電 された電力
を既設の送電網を利用す ることを義務付 けその電
力を電力会社が購入す るよ う発電者 に有利な価格
を設けて再生可能 エネルギーの開発を奨励す るこ
ととした。すで に1993-4年の風力発電 などに対
す る助成 金 は30億マ ル ク,1994年に全 エ ネル
ギ ーの4%で あ った再生 可 能 な エ ネル ギ ー を
2050年まで にはエネルギー需要 の50%にまで増




きく転換 した。前期の連邦 交通 路計画1985では
道路向け投 資が500億マル ク,鉄 道向 けが350億
マル クであ ったが,現 行の計画で は鉄道向け投資
額 は道路向 け投資額 を越えた。(表3参照)
これまで も主要都市で は自動車交通 の抑制 を実
施 して きたが,CO2排出削減 とい う新 たな目標が
加わ って交通政策 はさらに脱 自動車交通へむけて
加速 された。具体的には,
大量輸送 システムの利用拡大,鉄 道輸送や水路




























る。 このため国際的な通過交通を道路か ら鉄道 ・
船舶輸送 にシフ トす る,地 下鉄,路 面電車 などの
交通機関 の魅力 を高め る,パ ーク ァ ン ド ライ
ド施設 の整備,鉄 道 と道路,空 港 などのアクセ ス
を改善 して物流効率の向上をはか る,鉄 道経営を
改善 して競争力 の強化 をはかる,
道路交通 について は流路 コン トロール,速 度規
制 の併用 によ り交通 渋滞 の改善 しCO2排出削減
をはか る。道路利用の有料化 に関するEUの 決定
を導入 し(1995年1月施行,従時間制)次 の段階 と
して従ルー ト制 の導入を検討 する(環 境研究96年
101号)
これ まで主要都市では都心部 に対す る自家用車
の流入禁止,速 度制限などの措置を とり自動車か
ら公共交通機 関へ の誘導 を積極的に進 めて きた。
それは1980年代以降精力的 に実施 され たが,狙
いは地域的環境 を保全す ることにあ った。 だが地
球温暖化防止実現の手段 と して,そ れはさらに強
化 されている。道路輸送,な かで も自家用車利用
の抑 制措 置 を取 る。そ して 自動車燃料 で ガ ソ リ
ン,軽油に比べてCO2の排 出率の低 い天然 ガスと
LPGの 利用を促進す るためそれ らの税率 を3分
の1近 くにまで切 り下 げた。 また,自 動車製造業
界 は新 車 の燃料 消費 量 を2005年には1990年比
20%削減 す ることを決 めた。1992年の ドイ ッ交通
網5か 年計画では従来 の道路建設 を中心 とした計
画か ら鉄道中心の計画 へと転換 し投資額 も比重 を
変 えた。
都市 の交通体系 はフライブルグをは じめ公共交
通 を中心 と している。 パーク ア ンド ライ ド,
自転車専用道路の建設 と自動車 の乗 り入れ禁止措
置を結 び付 けた静穏権 と保障 と歩行者優先 の思想
にもとず く交通政策が一般化 してい る。
3)建築物で は連邦 イ ミッション防止法 の改定 に
より,新 規建造物 の熱消費を30%低減する。
こ うした流れを受 けてBDI(ド イッ経済人連
盟)で は1995年3月のCOP1に 際 して2005年
のCO2排出量 また はエネルギー消費量 を1987年
を基準 と して20%自主 的 に削 減す る ことを決 め





では高品質の素材 を使用す ることによ り原料消費
量を25%削減す る。生産工程の改善 と技術革新に
より高炉な どのエネルギー消費 の削減,鋳 造,圧
延技術 とエネルギー管理 システムの効率化 により
1987年か ら2005年まで に買電を含 めたCO2の排
出量 を25%ない し30%削減す る。製品1ト ン当
りのCO2の排 出量 を同期間内に15%ない し20%
削減 す る。 そ して計画実施 状況 の点検 はエネル
ギー統計 によ り監視す ることとしている。 こうし
た各工業部 門 のCO2削減計 画 は地方 自治体別 に
具体的な数量計画 となっている。
以上 のよ うな総合的 なCO2削減 計画 を進 めて
きた結果,ド イッの1994年の排 出量 は1990年に
比 べて11.0%減の893百万 トンに止 ま った とい
う。減少の主 な要因 は旧東 ドイ ッ地 区でのエネル
ギー効率の向上 によるとい う。(環境研究96年101
号)
ドイ ッ以外 の西欧諸国 の うちCO2削減 の総 合
的政策体系を作 って実行 してい る国 として はデ ン
マーク,オ ランダを挙 げることがで きる。 それ ら
日本の地球温暖化防止政策の検討 25
の詳細を紹介す る余裕 はないので核心 となってい
る部分だけを紹介す る。
デ ンマ ー クで は2005年のCO2排出量 を1988
年 の20%減少 させ る ことを決 めた 「エ ネルギー
2000」を1990年に議会 に提 出 し国会が それ を決
定 した。 この計画の実効性 を裏付 ける,環 境政策
との整合性 を重視 した租税体系を示す。(表4,表
5)またオ ランダで は総合環境 ・エ ネルギー政策
と しての1994年に改定 された第二次 国家環境 政
策計画(NEPP2)および1990年制定の 「運輸に
関す る第二次構造計画」は 日本の温暖化防止政策
を考 える上 で示唆す るところが多 い。
その主要 な点 は,自 動車交通削減政策,総 合交
通政策 のなかにお けるマイカーの位置の縮小,自
動車利用への制限,乗 り入れ禁止 ・制限の措置,
パ ー クア ン ドライ ド,都心部 の交通手 段 はマ イ
カー排除,路 面電車LTR,全 国的交通手段 は鉄
道中心 へと転換,自 転車交通優先のための自転車
専用道路 の建設,自 動車通勤,自 動車交通需要の
発生を抑制す る都市計画の実施であ る。 また,21
表5デ ンマークにおける産業への環境税及びエネルギー税(1995年改正)
課税率
ガソ リン税の増税 1996年1月1日 よ り
O.11DKK/Qの増 税
電池への課徴金 .r/個
ニッカ ド電池 単電池 36DKK/パ ッケ ー ジ
ニッカ ド電池,容 器電池 付属電池 (電池1個 当たり
6DKK以 上)
塩化溶剤への税
テ トラ ク ロ ロエ チ レ ン,ト リク ロロ エ チ レン 2DKK/kg
デ ィク ロ ロメ タ ン (ネット重量)
駆除剤への税
・殺虫剤,殺虫 ・殺菌剤,土壌伝染防止剤 課税前小売価格の37%
・殺菌剤,駆 虫剤,除 草剤,成 長調整剤 課税前小売価格の37%
・木材保存剤 スライム駆除剤,藻類駆除剤
ネズ ミ駆除剤,微 生物植物保全製品 卸売価格の3%
産業 へのエネルギー税 1996 X997 1998 1999 Zoaa
CO2税
1重 工 程(DKK/ト ンCO2)
i協 定 あ り
}
5 10 15 20 25
t齪 なし 3 3 3 3 3
1軽 工程(DKK/ト ンCO2)
協定あり 50 so 70 80 90
協定な し 50 50 50 58 68
室 内 暖 房(DKK/トンCO2+エネルギー税) 200 Boa soo 600 600
天然 ガス税(DKK/Nm3) o.ai 0.01 O.Q1 11 4.41
硫黄税(DKK/kgSO2) in 10 10 10 1Q






1994 1995 1996 1997 1998
電気税(DKK:kWh)
室内暖房用 0,265Q.2950,325 0,356 0,395
その他の電気 0,300a.sso0,3600,4000,460
石炭税(DKK/ト ン)
ピ ッチ(コ ー ル ター ル)等 690 770 860 950 1,044
未精製石油 コークス sga 845 1,0001,155 1,311
褐炭等 5a5 570 535 700 764
特定石油製品への税(DKK/リットル)
デ イーゼル油 1.77 2.00 2.02 2.12 2.12
軽 デ ィーゼル油 i.s7 1.90 x.92 2.02 2.02
自動車ガス 1.18 1.34 0.36 1.43 1.43
ごみ税(DKK/ト ン)
埋立て 195 195 195 285 285
燃焼 1fiO 160 160 210 210
自動車登録税(DKK/台)
バ ン ・ トラ ック(全 重 量2～3ト ン) 30,0403a,00030,00030,00030,000
バ ン ・トラ ック(全 重 量3～4ト ン) 19,04019,00019,00019,00019,040
水道水へ の新税(DKK/m3) i 2 3 4 5
ショッピングバ ックへの新税(DKK/kg)
紙袋 9 9 9 9 9
プ ラスチ ック袋 zo 20 20 20 20
排 水 税(Principledecision)
(DKK/m3) } 一 一 Q.3 0.3
注:税改正及び新税の導入は1994年1月1日より有効,
1)ガ ソリン税の変更は表3を 参照。
2)法 律はまだ 「Folkclinget」を通過 していない。
(出典)環 境自書平成8年
1998年まで段階的に施行される。
世紀に相応 しい乗 り物 と しての自転車の利用を奨
励 してい る。 これ は ドイ ッも同様 で1995年3月
の第一回締約国会議 のさいのベル リンの会議場 ま
えに押 しかけた ドイッ市民,10万人の 自転車 デモ
に象徴 された。その意味す るところは,1980年代
には じまる米国の 自動車交通か らの脱却政策 が環
境を重視す る州政府お よび市政当局によ って次 々
に実施 され,オ レゴン州 ポー トラン ド,サ ンフラ
ンシスコ,ロ スアンジェルスの独 自の環境,交 通
政策 と して実を結 んで きた。それ ら米国か らの批
判 的摂取 としての欧州交通政策が地球 の気候変動




これ ほどの日本 と欧米の環境政策 の違 いを生 み
出 したものは温暖化 の危険に対する国民的危機意
識,お よび政治的諸条件の相違が挙 げ られる。 し
か しそれ と同時に温暖化の発生原因である現代 の
経済 システムに対す る基礎的認識 に人 きな相違が
あるように思 われ る。 それは ごみ問題 に対す る姿
勢 の違 いに も現 れて いる。欧州 だ けで な く1992
年 の地球サ ミッ トでの論議 とそれに至る議論 に も
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現われて いた し,同 サ ミッ トで決 めた行動計画 ・
ア ジェ ンダ21のなか に記述 されて もいる。現在
の生産 と消費 の システムに対す る認識 に関す る問
題で あ る。 アジェダ21では次 のよ うに規定 して
いる。
アジェンダ21
前文 で貧困,飢 餓,健 康状態 の悪化,生 活の基
盤 とな る生態系 の継続的悪化 にっ いて述べた後,
4項と して 「消費形態の変更」 を掲 げ次のよ うに
述べている。
環境 への負担 を減少 させっっ,人 の基礎 的ニー
ズを満 たす 消費 と生産 の形態 を推 進す る とと も
に,消 費 の役割 と持続可能な消費形態 の達成方法
の理解 を深め ることを 目的 と して行動 の基礎,目
的,行 動実施手段 を定める。
1)生産 と消費 の形態 の検討
2)消費形態の変更を奨励す る政策 の策定
*エ ネルギーと資源のい っそ う効率的利用の奨励
*浪費の最小限化
*持続可能 な消費 を支持す る価値観の強化
締約国政府すべてが承認 し,各 項 目につ いて実
践す ることを合意 した文書であ ったため,後 に触
れ る賢人会議の東京宣言 よ りも薄 め られた表現 と
な ってはい るが,明 らかに現代生活の消費 と生産
の在 り方が浪費的であ り,そ れを見直そ うとの政
策 目標 を読 み取 ることがで きる。
それ に先立つ1992年4月,地球i環境 賢人会議
が採択 した東京宣言 は次のよ うに謳 っていた。
「先進 国の浪費的な生産 ・消費のパ ター ンは途
上国の貧困,地 球 の生態系 の破壊 と人々の困窮,
収奪 を もた らして いる。今 や現代社会の基礎 にあ
るわれわれの考え方 を見直すべ きときである。新
たな環 境倫 理,価 値 体系,開 発 への新 た なア プ
ローチを確立 すべ きだ,1.人と環境 と開発 との関
係の深化,2.傷つ きやす い生態系の もとにある自
然の理 にかな った生活 のあ り方,3.環境をすべて
の国々 と平等 に分かち合 い,現 在 と将来の世代の
ニーズに見合 う行動。
地球的パ ー トナーシップはまず,先 進国が地球
生態系に対す る負荷の大幅削減か ら始 め,生 産 ・
消費のパ ター ンを非破壊的な形 に変革 し,途 上国
支援の体制を整備す る」。(1992年4月17日)
ここで はア ジェ ンダ21よ りは明確 に現代経済
システムの浪費的性格 を指摘 しそれが発展途上国
の貧困 と抑圧 の根源であると批判 している。 その
うえで現代人 の思想,価 値観 および生活の在 り
方,自 然 との関係の変革を求 め,現 代 の浪費的生
産 ・消費 の在 り方の変革を呼び掛 けている。 これ
は文章 にとどまらず西欧の環境問題 に関す る認識
にはこのよ うな構造的批判が うかがわれ る。CO2
排 出削減 の政策 が経済 的利害を越えて施行 されて
い く根底 にはこのような理論的認識 が随所に見受
け られ る。
日本の地球温暖化防止行動計画 にはこのよ うな
視点が欠如 してお り,浪 費的 システムを維持 する




日本の過去の環境政策 の提案 か ら立法,実 施過
程には,利 害関係集団による政策課題をあ ぐる抗
争によるね じまげられて きた数多 い痕跡 を見 るこ
とができる。環境税 の導入 をあ ぐる日本 の現実 が
示 してきた環境政策案の提示 に対す る経団連,通
産省,経 済省庁の反対 とい う型通 りの構図 と推進
勢力のひよわさとい うマイナス的構造 はこれ まで
も日本国内の環境政策の前進を妨 げて きた。そ し
て環境政策 を推進 する要因 としては,外 圧か現実
の深刻 さかのいつれかであ り,そ の圧力に依存 し
て は じめて成案 をみてきた という歴史があ った。
これ までの 日本 の政策決定過程のあ り方 は地球環
境問題 の現局面で は通用 しない。温暖化防止会議
の議長国 と しての役割 を果 たす には ドイッが実施
して きた よ うな 自国で率先 して条約 のCO2抑制
の目標 を実現す ることが何 よ りも必要であ る。 自
国 において条約加盟国 として,な すべ き目標 を達
成 していないことが国際的 に問われているのが実
態で ある。 その克服のたあに西欧諸国が示 してい
るCO2削減策 の一 部で も日本 国内で実施 に踏 み
切 ることが求め られ よう。 その うえでは じあて世
界共通の 目標実現 のための政策 の立案,合 意 の形
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成 というより高次の政治的,理 論 的先進性が期待
され よう。でなければ 日本は経済大国であ って も
地球環境保全対策 において は劣位 の国 と して,ま
た,AOSIS諸 国な どの国 と世界 の民衆 の目か
ら見 ると,そ れ ら人々の運命 に対 する加害国 と し
て刻印 されるおそれがある。 オゾ ン層破壊 にっい
ての国際会議の場で も日本 は新政策 が提案 され審
議す る場面 で は常 に追 随国 であ って指導性 を欠
き,む しろ合意の形成を妨 げる位置にあった。地
球温暖化防止 にっいて 日本 は,未 来の世代に対す
る加害者 としての姿を世界にさ らすか どうか歴史
の岐路 に立 たされてい る。
参考文献
1,IPCC地 球温暖化第二次 レポー ト 環境庁地球環境部監
修 中央法規刊
2.環境白書 平成8年 版
3.地球温暖化問題に関する特別委員会中間報告 環境庁
4.季刊 「環境研究」各号の関連する報告
5.自動車年鑑 日本自動車新聞社刊
8.平成8年 石油資料 石油通信社刊
7.気候変動枠組み条約締約国会議に関する環境庁の諸報告
